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令和５年９月５日 

厚 生 労 働 省 老 健 局  

高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきます 

ようよろしくお願いいたします。 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各介護保険関係団体     御 中 
← 厚生労働省 老健局 高齢者支援課、認知症施策・地域介護推進課、老人保健課 

今回の内容 

情報通信機器を活用した介護サービス

事業所・施設等における 

管理者の業務の実施に関する留意事項

について 

計４枚（本紙を除く） 

連絡先  T E L  : 03-5253-1111(内線３９７１、３９７９、３９４８) 

F A X  : 03-３５０３-７８９４ 
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事 務 連 絡  

令和５年９月５日 

 

各都道府県介護保険担当主管部（局） 

各市区町村介護保険担当主管部（局） 御中                

 

 厚生労働省老健局高 齢 者 支 援 課  

認知症施策・地域介護推進課 

老 人 保 健 課 

 

情報通信機器を活用した介護サービス事業所・施設等における 

管理者の業務の実施に関する留意事項について 

 

 介護サービス事業所・施設等（以下「介護事業所等」という。）の管理者については、

例えば、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成 11 年

厚生省令第 37 号）第６条及び第 28 条など、各サービスの人員や運営に関する基準に

おいて、 

・ 原則として、介護事業所等ごとに専らその職務に従事する常勤の管理者が配置さ

れなければならず、 

・ 管理者の責務として、従業者及び業務の管理並びに従業者に運営基準を遵守させ

るため必要な指揮命令を行わなければならない 

こととされています。 

 今般、「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン」（令和４年６月３日デジ

タル臨時行政調査会）において、少子高齢化が進む中で、デジタル技術を活用し、生

産性向上や人手不足解消等を進める観点から、「常駐規制」（物理的に常に事業所や現

場に留まることを求めている規制をいう。以下同じ。）について、デジタル技術等の活

用による見直しを行う方針が示されました。現在、介護事業所等の管理者の「常駐」

については運営基準上明示していないところ、同プランを踏まえ、「デジタル原則を

踏まえたアナログ規制の見直しに係る工程表」（令和４年 12 月 21 日デジタル臨時行

政調査会）において、管理者の「常駐規制」について、本年９月までに必要な対応を

行うこととされたところです。 

 つきましては、管理者による情報通信機器を活用した遠隔での業務の実施（以下「テ

レワーク」という。）に関する考え方を下記のとおりお示しすることとしましたので、

その内容について御了知いただくとともに、管内の介護事業所等に対して御周知いた

だきますよう、お願いいたします。 

 なお、本事務連絡は介護保険法（平成９年法律第 123 号）上の各サービスの人員や

運営に関する基準で定める管理者（特別養護老人ホームの施設長も含む。）の取扱い
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についてお示しするものですが、老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）及び関係省

令で定める軽費老人ホーム及び養護老人ホームの施設長についても、本事務連絡にお

ける取扱いに準ずることとして差し支えないことを申し添えます。 

 

記 

 

第１ テレワークに関する基本的な考え方 

 介護事業所等の管理者は、当該介護事業所等の管理上支障が生じない範囲内におい

て、テレワークを行うことが可能である。また、当該管理者が複数の介護事業所等の

管理者を兼務している場合にも、それぞれの管理に支障が生じない範囲内において、

テレワークを行うことが可能である。その際、利用者やその家族からの相談対応など

も含め、利用者に対するサービスの提供や提供されるサービスの質等に影響が生じな

いようにすること。 

 なお、本事務連絡に記載の取扱いについては、管理者としての職務への従事に関し

て示したものであり、管理者が管理者以外の他の職種（介護職員等）を兼務する場合

の当該他の職種としての業務に関して示したものではない。管理者以外の職種におけ

るテレワークの取扱いについては、今後、「デジタル原則を踏まえたアナログ規制の

見直しに係る工程表」を踏まえ、令和５年度中に別途お示しすることとする。 

 また、管理者が兼務可能な介護事業所等の範囲の見直し等については、今後、「規制

改革実施計画」（令和５年６月 16 日）に基づき、社会保障審議会介護給付費分科会等

での意見も踏まえながら、令和５年度中に結論を得ることとしている。 

 

第２ 管理上支障が生じない範囲の具体的な考え方 

（１）管理者がテレワークを行い、介護事業所等を不在とする場合であっても、サー

ビスごとに運営基準上定められた管理者の責務（例えば、通所介護の場合、従業

者の管理、利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理及び従

業者に運営基準を遵守させるため必要な指揮命令）を管理者自らが果たす上で支

障が生じないよう体制を整えておくこと。その際、管理者以外の従業者に過度な

負担が生じることのないよう、留意すること。 

（２）特に、利用者及び従業者と管理者の間で適切に連絡が取れる体制を確保するこ

と。また、管理者は利用者、従業者及びその他関係者と、テレワークを円滑に行

えるような関係を日頃から築いておくこと。 

（３）事故発生時、利用者の状態の急変時、災害の発生時等、管理者がテレワークを

行う場合における緊急時の対応について、あらかじめ対応の流れを定めておくと

ともに、必要に応じて管理者自身が速やかに出勤できるようにしておくこと。 

（４）管理者としてテレワークを行うことができる日数・時間数については、介護サ

ービスの種類や介護事業所等の実態等に応じて、各事業者において個別に判断す
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ること。ただし、他の職種を兼務する管理者がテレワークを行う場合、管理者以

外の各職種の人員配置基準に違反しないようにすること。 

（５）上記（１）～（４）について、利用者やその家族、都道府県、市町村等から求

めがあれば、適切かつ具体的に説明できるようにすること。 

 

第３ テレワークの環境整備に関する事項 

（１）利用者やその家族に関する情報を取り扱う際は、個人情報保護関係法令、「医

療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」（平

成 29 年４月 15 日（令和５年３月一部改正）個人情報保護委員会・厚生労働省）

及び「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン 第 6.0 版（令和５年

５月）」を参照し、特に個人情報の外部への漏洩防止や、外部からの不正アクセス

の防止のための措置を講ずること。 

（２）上記に加えて、第三者が情報通信機器の画面を覗き込む、従業者・利用者との

会話を聞き取るなどにより、利用者やその家族に関する情報が漏れることがない

ような環境でテレワークを行うこと。 

（３）利用者やその家族に関する情報が記載された書面等を自宅等に持ち帰って作業

する際にも、情報の取扱いに留意すること。 

（４）その他、テレワーク実施者の適切な労務管理等について、「テレワークの適切な

導入及び実施の推進のためのガイドライン」（令和３年３月 25 日 基発 0325 第５

号・雇均発 0325 第４号 別添１）を参照すること。なお、テレワークに係る労務

管理・ICT の活用等の事業者向け無料相談・コンサルタント窓口として「テレワ

ーク相談センター」を設けているため、必要に応じ活用いただきたい。 

 

（参考１）「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱い

のためのガイダンス」（平成29年４月14日（令和５年３月一部改

正）個人情報保護委員会 厚生労働省） 

  https://www.mhlw.go.jp/content/001120905.pdf 

   

（参考２）「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン 第6.0

版（令和５年５月）」 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000516275_00006.html 

 

（参考３）「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドラ

イン」（パンフレット） 

https://www.mhlw.go.jp/content/000828987.pdf 
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（参考４）「テレワーク相談センター」のご案内 

https://telework.mhlw.go.jp/info/map/ 

 


